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第１章 資料編 

 

 

 
資料番号  名            称  

資料１ 吉岡町防災会議条例 

資料２ 過去の災害 

資料３ 吉岡町（利根川）洪水ハザードマップ 

資料４ 災害危険区域 

資料５ 吉岡町指定避難所 

資料６ 吉岡町一時避難所 

資料７ 災害時における相互応援協定  

資料８ 消防相互応援協定（渋川市、榛東村） 

資料９ 消防相互応援協定（前橋市） 

資料10 
災害時における農地の使用及び生鮮食料品等の調達に関す

る協定書（吉岡町認定農業者連絡協議会） 

資料11 
災害時における救援物資提供に関する協定書（三国コカ・コー

ラボトリング株式会社） 

資料12 
災害時における応急物資供給等に関する協定書（株式会社ベ

イシア） 

資料13 
災害時における応急物資供給等に関する協定書（株式会社カ

インズ） 

資料14 群馬県水道災害相互応援協定  

資料15 
災害緊急時水道配水連絡管開栓による応援給水に関する協

定書（渋川市） 

資料16 災害備蓄品等の状況及び計画  

資料17 判定活動を実施する際に必要となる資機材 

資料18 気象注意報・警報等の発表基準  

資料19 防災行政無線（固定系）受信放送所設置状況  

資料20 防災行政無線（移動系）子局設置状況  

資料21 被害認定基準(災害概況即報・被害状況即報・災害確定報告 ) 

資料22 吉岡町災害時要援護者名簿登録制度実施要綱  
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資料１ 吉岡町防災会議条例 
昭和46年12月18日 

条例第23号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第16条第6項の規定に基づき、

吉岡町防災会議(以下「防災会議」という。)の所掌事務及び組織に関し必要な事項を定

めるものとする。 
 
（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 吉岡町地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(2) 町長の諮問に応じて町の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(3) 前号に規定する重要事項に関し、町長に意見を述べること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する

事務に関すること。 
 
（会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

2 会長は、町長をもって充てる。 

3 会長は、会務を総理する。 

4 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。  

5 委員は、次の各号に掲げる者をもって充てる。 

(1) 指定地方行政機関の職員のうちから町長が任命する者 

(2) 群馬県知事の部内の職員のうちから町長が任命する者 

(3) 群馬県警察の警察官のうちから町長が任命する者 

(4) 町長がその部内の職員のうちから指名する者 

(5) 吉岡町の教育委員会の教育長 

(6) 吉岡町消防団長 

(7) 指定公共機関又は地方公共的機関の役員又は職員のうちから町長が任命する者  

(8) 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから町長が任命する者  

(9) 前号に掲げる者のほか町長が防災上特に必要と認めて任命する者  

6 前項の委員の定数は、32人以内とする。 

7 第5項第7号から第9号までの委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、

その前任者の残任期間とする。 

8 前項の委員は、再任されることができる。 
 
第４条 防災会議に専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

2 専門委員は、関係地方行政機関の職員、群馬県の職員、吉岡町の職員、関係指定公共

機関の職員、関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のあるもののうちから町長が任

命する。 

3 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは解任されるものとする。  
 
（議事等） 

第５条 この条例に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要

な事項は、会長が防災会議に諮って定める。 
 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成12年条例第14号) 

この条例は、平成12年4月1日から施行する。 

附 則(平成25年条例第18号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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吉岡町防災会議委員名簿 

NO 区 分 所 属 役 職 名 連  絡  先 

１ 会 長 吉 岡 町 長 ０２７９－５４－３１１１ 

２ 委 員 吉 岡 町 副 町 長 ０２７９－５４－３１１１ 

３ 〃 吉 岡 町 教 育 委 員 会 教 育 長 ０２７９－５４－３１１１ 

４ 〃 吉 岡 町 自 治 会 連 合 会 長 ０２７９－５４－３１１１  

５ 〃 
国 土 交 通 省 関 東 地 方 整 備 局 

利 根 川 水 系 砂 防 事 務 所 長 
０２７９－２２－４１７９ 

６ 〃 
農 林 水 産 省 関 東 農 政 局 

前 橋 地 域 セ ン タ ー 長 
０２７－２２１－１１８１ 

７ 〃 
群 馬 県 中 部 県 民 局 

渋 川 行 政 県 税 事 務 所 長 
０２７９－２２－０７７７ 

８ 〃 群馬県中部県民局渋川土木事務所長 ０２７９－２２－４０５５ 

９ 〃 
群 馬 県 中 部 県 民 局 

渋 川 保 健 福 祉 事 務 所 長 
０２７９－２２－４１６６ 

１０ 〃 群馬県中部県民局渋川森林事務所長 ０２７９－２２－２７６３ 

１１ 〃 群馬県中部県民局中部環境事務所長 ０２７－２１９－２０２０ 

１２ 〃 
群馬県中部県民局中部農業事務所 

渋 川 農 村 整 備 セ ン タ ー 長 
０２７９－２２－４０４０ 

１３ 〃 群 馬 県 警 察 渋 川 警 察 署 長 ０２７９－２３－０１１０ 

１４ 〃 渋 川 広 域 消 防 本 部 消 防 長 ０２７９－２５－０１１９ 

１５ 〃 吉 岡 町 消 防 団 長 ０２７９－５４－３１１１  

１６ 〃 一般社団法人  渋川地区医師会長 ０２７９－２３－１１８１ 

１７ 〃 
東 京 電 力 株 式 会 社  群 馬 支 店 

渋 川 支 社 長 
０２７９－５１－５０１１ 

１８ 〃 東日本電信電話株式会社 群馬支店長 ０２７－３２６－０６４６ 

１９ 〃 
東日本高速道路株式会社  関東支社 

高 崎 管 理 事 務 所 長 
０２７－３５３－０２１１ 

２０ 〃 
一般社団法人  群馬県ＬＰガス協会 

渋 川 支 部 長 
０２７９－２３－８１７９ 

２１ 〃 日本郵便株式会社  吉岡郵便局長 ０２７９－５４－２１０１ 

２２ 〃 吉 岡 町 役 場 総 務 政 策 課 長 ０２７９－５４－３１１１ 

２３ 〃 吉 岡 町 役 場 財 務 課 長 ０２７９－５４－３１１１ 

２４ 〃 吉 岡 町 役 場 健 康 福 祉 課 長 ０２７９－５４－３１１１ 

２５ 〃 吉 岡 町 役 場 産 業 建 設 課 長 ０２７９－５４－３１１１ 

２６ 〃 吉 岡 町 役 場 会 計 課 長 ０２７９－５４－３１１１ 

２７ 〃 吉 岡 町 役 場 上 下 水 道 課 長 ０２７９－５４－３１１１ 

２８ 〃 吉 岡 町 役 場 教 育 委 員 会 事 務 局 長 ０２７９－５４－３１１１ 

２９ 〃 吉 岡 町 役 場 議 会 事 務 局 長 ０２７９－５４－３１１１ 
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資料２ 過去の災害 
 

年   次  災 害 等  被 害 状 況 等  

2011年（平成二十三年） 台風十五号 ◇避難指示（１世帯４人） 

2011年（平成二十三年） 台風十二号 

◇住家被害(床上浸水；１棟、床下浸水；３棟）、 

◇土砂崩れ（吉岡町大字漆原地内；１箇所） 

◇避難勧告・指示（１世帯４人） 

2007年（平成十九年） 台風九号  

1982年（昭和五十七年） 台風十号  

1981年（昭和五十六年） 台風十五号  

1966年（昭和四十一年） 台風二十六号  

1959年（昭和三十四年） 伊勢湾台風  

1959年（昭和三十四年） 台風七号  

1955年（昭和三十年） 火災 下野田 原の大火[全焼；８戸] 

1949年（昭和二十四年） キティ台風 

◇中大薮橋、大門橋、中小倉橋復旧工事。 

◇鬼ヶ橋下護岸、宮下護岸、南下等護岸復旧工事 

※参考：群馬県被害［死者;44人､負傷者;89人､行方不明;５人］ 

1948年（昭和二十三年） アイオン台風 
◇土堤[滝沢川被害部分計;四町七反､吉岡川右岸被害面積;九町歩］ 

※参考：群馬県被害［死者;６人､負傷者;５人､行方不明;４人］ 

1947年（昭和二十二年） カスリン台風 

◇駒寄村[床下浸水；300戸、床上浸水；30戸、流失破壊家屋；３戸、

流出半壊家屋；２戸、行方不明；１名] 

◇明治村[床下浸水；95戸、床上浸水；10戸、流失破壊家屋；３戸、

流出半壊家屋；４戸、行方不明；１名] 

※参考:群馬県被害［死者;592人､負傷者;1,231人､行方不明;107人] 

1945年（昭和二十年） 空襲 大久保、漆原、下野田戦災受ける。[罹災；１３戸、死者；２名] 

1943年（昭和十八年） 火災 下野田 原の大火[全焼；10戸] 

1935年（昭和十年） 風水害 

◇町村道の毀損[明治村；１損、駒寄村；５損] 

◇橋梁[明治村；５橋、駒寄村；３橋] 

◇河川[駒寄村；堤防決壊；810ｍ、工作物流損；３箇所] 

1929年（昭和四年） 雷雨 県内各地[消失家屋；１戸] 

1928年（昭和三年） 雷雨 県内各地[感電死者２０名] 

1899年（明治三十二年） 火災 下野田北部の大火[全焼；２１戸] 

1895年（明治二十八年） 火災 八木原火災[漆原新田被災；数戸] 

1892年（明治二十五年） 竜巻 陣場被害[全壊；８戸、半壊；３戸、死者；１名、負傷者；６名] 

1887年（明治二十年） 
雹害 

火災 

◇救助を受けた家；10戸[家族数；47名、救助日数20；日] ※ 

◇漆原新田火災[全焼；10余戸] 

1878年（明治十一年） 雹害  

1874年（明治七年） 雹害  

1827年（文政十年） 大洪水  

1812年（文化九年） 大洪水  

1791年（寛永三年） 大洪水  

1786年（天明六年） 大洪水  

1783年（天明三年） 
浅間山噴火 

水害 

全損過半、砂土に帰し、耕田宅地その主たるを明にせず、其の際埋

没せし戸数八十余戸、人員百十有余人、田圃反別五十二町七反余歩 

1742年（寛保二年） 大洪水  

1631年（寛永八年） 大洪水  

1614年（慶長十九年） 大洪水 利根川ほか国内河川大洪水※ 

資料：「村誌」（吉岡町）。平成17年以降は「群馬県顕著自然災害年表」（前橋地方気象台ＨＰ、  

http://www.jma-net.go.jp/tokyo/sub_index/bosai/disaster/kensaku.html） 
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資料３ 吉岡町（利根川）洪水ハザードマップ 
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資料４ 災害危険区域 
 

No. 種 類 所管省庁 

１ 重 要 水 防 箇 所 

国 土 交 通 省 
２ 浸 水 想 定 区 域 

３ 土 砂 災 害 警 戒 区 域 

４ 土砂災害特別警戒区域 

 

１ 重要水防箇所 

 

河 川 名 
地名 

（箇所） 

左 
岸 

右 

延 長 

(ｍ) 
理 由 

対策水防 

工法 

滝沢川 上野田 左岸 ３００ 河積狭小屈曲 積土嚢 

駒寄川 南下 
左 

岸 
右 

３００ 河積狭小 積土嚢 

駒寄川 南下 
左 

岸 
右 

２００ 堤防高低い 積土嚢 

八幡川 陣場 左岸 ２００ 堤防高低い 積土嚢 

 

２ 浸水想定区域 

 

河川名 実施区間 

指定の前提となる

計画降雨 

ｍｍ 

利根川 五料橋 吾妻川合流点 ３１８ 

 

３ 土砂災害警戒区域 

 

地区 

（所在地） 

発生原因となる自然現象の種類 

計 

急傾斜地 土石流 地すべり 

上野田 ０ ４ ０ ４ 
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４ 土砂災害特別警戒区域 

 

地区 

（所在地） 

発生原因となる自然現象の種類 

計 

急傾斜地 土石流 地すべり 

上野田 ０ １ ０ １ 

 

５ 山地災害危険地区（７箇所）うち、崩壊流出５箇所 

 

大 字 字 備       考 

上野田 上野原（堂ノ入沢） 崩壊土砂流出危険地区 

上野田 上野原（大畑） 崩壊土砂流出危険地区 

上野田 上野原（上野原） 崩壊土砂流出危険地区 

上野田 上野原（滝沢） 崩壊土砂流出危険地区 

小 倉 上蟹沢（蟹沢） 崩壊土砂流出危険地区 
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資料５ 吉岡町指定避難所 
 

番号 名  称 自治会 所 在 地 電話番号 

1 吉岡町立駒寄小学校 駒寄 漆原１０１６ ５４－２３００ 

2 吉岡町立明治小学校 北下 北下４３３ ５４－２１０５ 

3 吉岡町立吉岡中学校 南下 南下１３８３－２ ５４－３２１３ 

4 吉岡町社会体育館 南下 南下１３８３－１２ ５４－６１６１ 

5 吉岡町コミュニティーセンター 下野田 下野田５６０ ５４－３１１１ 

6 吉岡町隣保館 下野田 下野田８９２－１ ５４－４６９２ 

7 吉岡町役場 下野田 下野田５６０ ５４－３１１１ 

8 吉岡町文化センター 下野田 下野田４７２ ５４－１１６１ 

9 吉岡町老人福祉センター 南下 南下１３３３－４ ５４－３６０３ 

10 小井堤町コミュニティーセンター 上野田 上野田１２１３ － 

11 漆原文化センター 漆原西 漆原８１６ － 

12 小倉集会所 小倉 小倉２８２－６ － 

13 下野田集会所 下野田 下野田１５３７－１ － 

14 北下東部住民センター 北下 北下１１８８－２ － 

15 駒寄住民センター 駒寄 大久保２３３８－５ － 

16 大久保集落センター 大久保寺下 大久保１３１０－１ － 

17 上小倉集落センター 小倉 小倉１３６－６ － 

18 上野田集落センター 上野田 上野田５３４－１ － 

19 木戸集落センター 南下 南下７２１ － 

20 陣場公会堂 陣場 陣場１１２－１ － 

21 上中町集落センター 大久保寺上 大久保１５１７ － 

22 吉岡町児童館 溝祭 大久保３６３３ ２０－５９６０ 

23 八幡山公園グラウンド(設営用) 南下 南下１３３４－１９ － 

24 町民グラウンド(設営用) 駒寄 漆原９４９－１ － 

25 上野原南部コミュニティーセンター 上野原 上野田１６０１－６ － 

26 上野原集会所 上野原 上野田３３６７－２ － 

27 上野田ふれあい公園(設営用) 上野田 上野田１２５６－２３ － 

28 北町公会堂 上野田 上野田４０７－２ － 

29 北下北部住民センター 北下 北下１０９５－６ － 

30 北下西南部住民センター 北下 北下５０５ － 

31 下八幡公会堂 南下 南下８４７－３ － 

32 大藪公会堂 南下 南下４２９－１ ５４－０６６６ 

33 三津屋田端公会堂 大久保寺上 大久保２１６２－１ － 

34 根古屋住民センター 漆原西 漆原１２３６－２ ５４－８５８６ 

35 漆原中央住民センター 漆原東 漆原３７６－４ ５４－１４１０ 

36 両原公会堂 漆原東 漆原２８２ － 

37 新田住民センター 漆原東 漆原５７－７ － 
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資料６ 吉岡町一時避難所 
 

№ 

一  時  避  難  所 

避 難 所 
収容人員

（人） 
自治会 所在地 

① 吉岡町立駒寄小学校 1,200 

大久保寺下 

大久保寺上 

駒寄 

漆原1016 

② 吉岡町立明治小学校 1,500 

小倉 

上野田 

上野原 

下野田 

北下 433 

③ 吉岡町立吉岡中学校 3,000 

下野田 

北下 

南下 

陣場 

溝祭 

南下1383-2 

④ 八幡山公園グラウンド 3,000 

溝祭 

北下 

南下 

陣場 

南下1334-19 

⑤ 町民グラウンド 2,000 

駒寄 

漆原西 

漆原東 

漆原949-1 
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資料７ 災害時における相互応援協定 
 

前橋市と吉岡町は、災害時における相互応援について、次の通り協定を締結する。 

（応援の要請） 

第１条 前橋市又は吉岡町において、大規模な災害が発生し、被災した市町のみでは十分

な救護等の応急措置ができないときは、協定の相手方に対し、応援の要請を行うものと

する。 

２ 前項の応援要請は、連絡担当部課を通じて行うものとする。 

（応援の種類） 

第２条 応援の種類は、次のとおりとする。 

（１）救助及び応急復旧に必要な医療職、技術職、技能職等の職員の派遣 

（２）食糧及び生活必需物資並びにその応急に必要な資機材の提供 

（３）被災者の救出、医療、防疫及び施設の応急復旧等に必要な資機材並びに物資の提 

  供 

（４）救援及び救助活動に必要な車両の提供 

（５）救援者の一時収容のための施設の提供 

（６）前各号に定めるもののほか、特に必要と認めて要請した事項 

（応援経費の負担） 

第３条 応援に要した経費は、原則として応援を要した市町（以下｢要請市町｣という。）の

負担とする。 

（連絡会議） 

第４条 両市町は、この協定事項の円滑な推進を図るため、必要により連絡会議を開くも

のとする。 

（資料の交換） 

第５条 両市町は、この協定に基づく応援を円滑に行うため地域防災計画その他必要な資

料を相互に交換するものとする。 

（報 告） 

第６条 応援を行った市町の長は、応援活動の結果を速やかに要請市町の長に報告するも

のとする。 

（その他） 

第７条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めない事項は、その都度協議

して定めるものとする。 

（発 効） 

第８条 この協定は、平成９年９月２８日から効力を生ずる。 
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資料８ 消防相互応援協定（渋川市、榛東村） 
 

（総則） 

  消防組織法（平成１８年法律第０６４号）第３９条の規定に基づいて、渋川市、吉岡

町、榛東村（以下「協定団体」という。）との消防相互応援は、この協定の定めるとこ

ろによる。 

（目的） 

第１条 この協定は、火災等の災害発生の際、協定団体相互間の消防力を活用して、災害

による被害を最小限に防止することを目的とする。 

（応援） 

第２条 相互応援の方法は次のとおりとする。 

（１）普通応援 

この協定による応援地域は、協定団体相互の境界線に近接する地域とし、別表に定

める出場隊は、常備消防がいう第２出動発令以上の火災を覚知した場合に出場するも

のとする。 

 （２）特別応援 

   協定団体の区域内に大火災、又は大規模災害が発生し応援を必要とする場合は、受

援側の市町村長の要請により応援するものとする。この場合における応援隊数につい

ては、応援側によって決定するものとする。 

（応援隊の指揮） 

第３条 応援出場隊は、すべて現場の受援側の最高指揮者に従うものとする。 

（応援隊の報告） 

第４条 応援出場隊の長は、消防行動について、速やかに現場最高指揮者に報告するもの

とする。 

（経費の負担） 

第５条 応援のために要した人件費、経常的経費、公務災害補償費及び事故により生じた

経費は、応援側の負担とする。 

２ 前項以外の経費は受援側の負担とする。 

（疑義の決定） 

第６条 この協定に定めるもののほか、応援に関する必要な事項及び運用に疑義が生じた

ときは、協議のうえ決定するものとする 

（協定書の保管） 

第７条 この協定の締結を証するため、本書３通を作成し、記名捺印のうえ協定団体が各

１通を保管するものとする。 

  付則 

 １ この協定は、平成２１年４月１日から効力を発生する。 

 ２ 平成１１年４月１日に締結した消防相互応援協定は、廃止する。 

 

渋 川 市 長         

吉 岡 町 長         

榛 東 村 長        
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（別 表） 
 

消防応援協定出場表 

 

発生地・渋川市 発生地・吉岡町 発生地・榛東村 

災害発生地区 出場分団 災害発生地区 出場分団 災害発生地区 出場分団 

有    馬 吉岡町第１分団 

漆   原 

渋川市第７分団 

渋川市第８分団 

新    井 吉岡町第４分団 

伊 香 保 町 

伊 香 保 

榛東村第３分団 

新 井 

(自衛隊相馬

ヶ原演習場) 

渋川市第１２分団 

渋川市第１６分団 

吉岡町第４分団 

吉岡町第５分団 

伊 香 保 町 

水 沢 

吉岡町第１分団 

榛東村第３分団 

小   倉 

渋川市第７分団 

榛東村第２分団 

半    田 吉岡町第２分団 

上  野  田 

渋川市第１６分団 

榛東村第２分団 八  木  原 吉岡町第１分団 上  野  原 渋川市第１３分団 

 北   下 榛東村第２分団 長    岡 

山  子  田 

吉岡町第１分団 

下  野  田 渋川市第７分団 

陣   場 

南   下 

榛東村第１分団 
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資料９ 消防相互応援協定（前橋市） 

 

（目的） 

第１条 この協定は、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第３９条により前橋市と吉岡町

（以下「協定団体」という。）が消防団の相互の応援協定を締結し、協定団体相互の消防力を活

用して、火災による人的及び物的被害を最小限に防止することを目的とする。 

（応援地域） 

第２条 この協定による応援地域は協定団体相互の境界線に近接する地域内に発生した火災の場

合とする。 

（相互応援出場） 

第３条 前条に定める地域において発生した火災を覚知した別表に定める消防団体は被応援地の

要請を待たずして応援出場するものとする。 

（応援隊の指揮） 

第４条 応援隊の指揮は、受援地の消防機関の長とする。 

（費用の負担） 

第５条 応援に要した費用は、次により処理する。 

（１）応援隊側の負担 

  ア 応援出場に要した消防団体の諸手当、災害報償費、消防賞じゅつ金及び機械器具の破損

修理費等の費用。 

  イ 災害地へ出場又は帰路途上において発生した事故処理に要する費用。 

（２）受援隊側の負担 

 化学消火剤等及び燃料の補給を行った場合、あるいは給食等を必要とした場合の費用。 

（協 議） 

第６条 この協定をする場合及びこの協定に定める事項以外の事項については、協定団体の長が

協議のうえ決定する。 

（委 任） 

第７条 この協定に定めるもののほか細部事項は、協定団体の消防機関の長が協議のうえ定める

ことができる。 

（協定書の保管） 

第８条 この協定を証するため正本２通を作成し、協定団体が各自１通を保管する。 

付 則 

この協定は、平成元年４月１日から効力を生ずる。 
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（別 表） 
 

１ 前橋市側の応援出場地域及び出場団隊 

吉岡町 対象地域 前橋市 出場団隊 

南 下 

陣 場 

大久保の一部 

第７分団２部 

漆 原 

大久保の一部 
第６分団１部 

 

１ 吉岡町側の応援出場地域及び出場団隊 

前橋市 対象地域 吉岡町 出場団隊 

上青梨子町 

池 端 町 
第４分団 

総社町植野 

総社町桜が丘 

総社町高井の一部 

第３分団 
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資料 10 災害時における農地の使用及び生鮮食料品等の調達に 

    関する協定書（吉岡町認定農業者連絡協議会） 

 

 吉岡町（以下「甲」という。）と吉岡町認定農業者連絡協議会（以下「乙」という。）は、災害

時における農地の使用及び生鮮食料品等の調達について、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害時における農地の使用及び生鮮食料品等の調達について、甲が   

 乙に協力を求める場合の手続き等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この協定において、次の号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）災害時 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１項に規定する災 

害が発生したときをいう。 

（２）協力農地 吉岡町内にある協力者乙の会員が所有するもので、本協定に基づき災害 

時の使用に同意している農地をいう。  

（３）生鮮食料品等 乙の会員が生産している農産物をいう。 

（協力の内容） 

第３条 乙は、甲に対し次に掲げる事項について、できる限り協力するものとする。 

（１）町民が災害時に生命及び身体の安全を確保するため、一時避難場所又は避難場所へ避難す

る際、緊急に避難する場所（以下「災害地区災害時退避所」という。）として協力農地を斡旋

すること。 

（２）災害時に必要な生鮮食料品等を調達すること。 

（協力者の通知等） 

第４条 乙は、本協定に基づく農地の使用協力者（以下「協力者」という。）を把握し、そ 

 の内容を協力農地通知書（様式第１号）により、甲に通知するものとする。 

 ２ 甲は、前項の通知を受けたときは、その内容を協力農地（地区災害時退避所）登録 

  台帳（様式第２号。以下「台帳」という。）に記載するものとする。 

（協力の要請） 

第５条 甲は、協力農地の斡旋を要請しようとするときは、協力農地斡旋書（様式第３号） 

 により、乙に対し要請するものとする。 

 ２ 甲は、前項の要請に基づき、地区災害時退避所として使用することとなった協力農 

  地に、その旨を表示するものとする。 

 ３ 甲は、災害時に、生鮮食料品等の調達を要請しようとするときは、生鮮食料品等調 
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  達要請書（様式第４号）により、乙に対し要請するものとする。 

 ４ 甲は、緊急やむを得ないときは、第１項及び前項の要請を電話又は電信により行う 

  ことができるものとする。この場合において、甲は、後日生鮮食料品等調達要請書を提出す

るものとする。 

 

（台帳の記載内容等の変更等） 

第６条 乙は、台帳に記載されている内容に変更があった場合又は、協力者から取り消し 

 の申し出があった場合は（様式第５号）により、速やかに甲に通知するものとする。 

（原状回復） 

第７条 甲は、協力農地が地区災害時退避所として使用された後、原状回復の措置を講ず 

 るものとする。ただし、当該措置をとることが困難な場合は、甲乙協議のうえ措置方を 

決定することとする。 

（損失補填） 

第８条 甲は、地区災害退避所として使用された協力農地に係る農産物の損失を補償するものと

する。 

 ２ 前項の損失補償の額については、甲乙協議のうえ定めるものとする。 

（生鮮食料品の費用弁償） 

第９条 甲は、生鮮食料品の費用弁償をするものとする。 

 ２ 前項の費用弁償の額については、災害発生時直前の価格を基準として甲乙協議のうえ定め

る事とする。 

 ３ 乙は、生鮮食料品の供給後、前項の協議が終了次第速やかに書面により甲に当該代金を請

求する。 

（協定の有効期間） 

第 10条 この協定の有効期間は、締結の日から１年間とする。ただし、この協定の有効期 

間満了の３ヶ月前までに、甲又は乙がそれぞれの相手に文書をもって協定を延長しない旨の通

知をしない場合には、更に１年間延長したものとし、以後この期間についても同様とする。 

（疑義等の決定） 

第 11条 この協定に定めない事項及びこの協定の解釈に疑義が生じたときは、甲、乙協議   

  のうえ決定する。 
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資料 11 災害時における救援物資提供に関する協定書 

    （三国コカ・コーラボトリング株式会社） 

 

吉岡町（以下「甲」という。）と三国コカ・コーラボトリング株式会社（以下「乙」とい 

う。）は、災害時における救援物資提供について次のとおり協定する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時における物資の提供に関する乙の甲に対する協力について、必要な

事項を定めるものとする。 

（協力の内容） 

第２条 町内に震度５弱以上の地震又は、同等以上の災害が発生若しくは発生する恐れがある場

合において、甲の対策本部が設置され、その対策本部から物資の供給について要請があった時、

乙は以下の内容により協力するものとする。 

２ 乙は、第１項の要請があった時は、地域貢献型自動販売機（メッセージボード搭載型）の機

内在庫の製品を甲に無償提供するものとする。 

３ 乙は、第１項の要請があった時は、速やかにフォロー体制を整えるなど万全を期するものと

する。ただし、道路不通及び停電等により供給に支障が生じた場合は、甲との協議により対策

を練るものとする。 

４ 乙は、第１項の要請があった時は、飲料水の優先的な安定供給を甲に行うものとする。 

５ 飲料水の引渡し場所は、甲、乙が協議し決定するものとし、当該場所において乙の納品書等

に基づき甲が確認の上引き取るものとする。 

（要請の手続き） 

第３条 甲は、この協定による要請を行う時は、救援物資提供要請書（様式１）をもって行うも

のとする。ただし、緊急を要するときは口頭、電話等により要請することができるものとし、

後日速やかに文書を提出するものとする。 

（期間） 

第４条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とし、甲乙いずれかから協定解消の申

し出がないかぎり同一内容をもって継続するものとする。 

２ 前項の解消の申し出は、１ヶ月前までに相手方に申し出るものとする。 

（協議） 

第５条 この協定に定めるものの他、この協定の実施に関して必要な事項、その他この協定に定

めない事項については、その都度甲乙間で協議して定めるものとする。 
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資料 12 災害時における応急物資供給等に関する協定書 

    （株式会社ベイシア） 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、吉岡町内に地震等の災害が発生した場合（以下「災害時」という。）に、吉

岡町（以下「甲」という。）と株式会社ベイシア（以下「乙」という。）とが相互に協力して、

被災した町民等に対して行う応急物資の供給等に関する協力事項について定めるものとする。 

（応急物資の種類） 

第２条 乙が供給する応急物資の種類は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 食料品、飲料水等日用品等の生活必需品 

（２） その他災害時の応急対策に必要な物資として乙が供給できるもの 

（協力事項の発動） 

第３条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が吉岡町災害対策本部を設置し、

乙に対して要請を行った時をもって発動する。 

（応急物資供給の協力要請） 

第４条 災害時において、甲が応急物資を必要とするときは、甲は、乙に対し応急物資の供給に

ついて協力を要請することができる。 

２ 前項の要請は、文書（別紙様式１）をもって行うものとする。ただし、文書をもって要請す

るいとまがないときは口頭で要請し、後日、速やかに文書を提出するものとする。 

（応急物資供給の協力実施） 

第５条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、応急物資の優先供給及び運搬に対

する協力等に積極的に努めるものとする。 

２ 乙は、甲の要請に的確に対応するため、応急物資の供給可能な体制を保持するものとする。 

（応急物資の運搬） 

第６条 応急物資の運搬は、甲または乙若しくは甲または乙の指定する者が行うものとする。ま

た、甲は、必要に応じて乙に対して運搬の協力を求めることができる。 

（引き渡し） 

第７条 応急物資の引渡場所は甲が指定するものとし、甲は当該引渡場所に職員を派遣し、物資

の種類及び数量を確認の上引き取るものとする。 

（実績報告） 

第８条 乙は、本協定に基づき物資を供給したときは、甲に対し、別紙様式２により実績報告を

行うものとする。 

（費用） 

第９条 第５条及び第６条の規定により、乙が供給した応急物資の対価及び乙が行った運搬等の

費用については、甲が負担するものとする。 

（情報の提供） 

第 10条 甲及び乙は、災害時において物価の高騰の防止等を図るため、協力して町民に対して迅

速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 

（その他） 

第 11条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、その都度

甲乙協議して定めるものとする。 

（適用） 

第 12条 この協定は、平成２１年４月１日から適用する。 
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資料 13 災害時における応急物資供給等に関する協定書 

    （株式会社カインズ） 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、吉岡町内に地震等の災害が発生した場合（以下「災害時」という。）に、吉

岡町（以下「甲」という。）と株式会社カインズ（以下「乙」という。）とが相互に協力して、

被災した町民等に対して行う応急物資の供給等に関する協力事項について定めるものとする。 

（応急物資の種類） 

第２条 乙が供給する応急物資の種類は、次に掲げるとおりとする。 

 （１） 日用品等の生活必需品 

 （２） 被災者の救出に必要な工具等の機材 

 （３） 応急復旧に必要な建築資材、工具等の資機材 

 （４） その他災害時の応急対策に必要な物資として乙が供給できるもの 

（協力事項の発動） 

第３条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が吉岡町災害対策本部を設置し、

乙に対して要請を行った時をもって発動する。 

（応急物資供給の協力要請） 

第４条 災害時において、甲が応急物資を必要とするときは、甲は、乙に対し応急物資の供給に

ついて協力を要請することができる。 

２ 前項の要請は、文書（別紙様式１）をもって行うものとする。ただし、文書を持って要請す

るいとまがないときは口頭で要請し、後日、速やかに文書を提出するものとする。 

（応急物資供給の協力実施） 

第５条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、応急物資の優先供給及び運搬に対

する協力等に積極的に努めるものとする。 

２ 乙は、甲の要請に的確に対応するため、応急物資の供給可能な体制を保持するものとする。 

（応急物資の運搬） 

第６条 応急物資の運搬は、甲または乙若しくは甲または乙の指定する者が行うものとする。ま

た、甲は、必要に応じて乙に対し運搬の協力を求めることができる。 

（引き渡し） 

第７条 応急物資の引渡場所は甲が指定するものとし、甲は当該引渡場所に職員を派遣し、物資

の種類及び数量を確認の上引き取るものとする。 

（実績報告） 

第８条 乙は、本協定に基づき物資を供給したときは、甲に対し、別紙様式２により実績報告を

行うものとする。 

（費用） 

第９条 第５条及び第６条の規定により、乙が供給した応急物資の対価及び乙が行った運搬等の

費用については、甲が負担するものとする。 

（情報の提供） 

第 10条 甲及び乙は、災害時において物価の高騰の防止等を図るため、協力して町民に対して迅

速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 

（その他） 

第 11条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、その都度

甲乙協議して定めるものとする。 

（適用） 

第 12条 この協定は、平成２１年４月１日から適用する。 
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（別紙様式１） 

災害時における応急生活物資調達要望書 

 

年  月  日 

 

株式会社 

  ○○○○○  様 

 

                             吉岡町長 

 

１．災害及び協力を必要とする状況 

 

２．協力を必要とする物資の内容等 

  

必要とする物資の種類 数 量 物資配達先 備 考 
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（別紙様式２） 

災害時における応急生活物資供給実施状況報告書 

 

年  月  日 

吉岡町長       様 

 

                            株式会社 ○○○○○ 

                           

 

      年    月    日付け   第   号で要請のあった応急生活物資につ

いて、下記のとおり供給したので報告します。  

 

記 

 

応急生活物資供給実施状況 

 

必要とする物資の種類 数 量 物資配達先 備 考 
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資料 14 群馬県水道災害相互応援協定 
 

(趣 旨) 

第 1条 この協定は、地震、異常渇水その他の水道災害において、群馬県及び県内各水道事業者(以

下「会員」という。）が協力して実施する群馬県内及び他の都道府県における相互応援活動につ

いて、必要な事項を定めるものとする。 

(組織構成) 

第２条 災害が発生した場合の相互応援体制は、別図の組織図による。 

 この協定に関する事項を円滑に推進するため、県内の会員を 11地区(以下「地区」という。)

に分け、地区を県央、西毛、東毛の３ブロック(以下「ブロック」という。）に分ける。 

2 各地区及び各ブロックには、それぞれ代表都市及び副代表都市を置く。 

3 前項の地区代表都市は、群馬県の各保健福祉事務所所在市町を充て、地区副代表都市は各地区

で選任する。 

 また、各ブロック代表都市及び各ブロック副代表都市は地区代表都市から選出し、県央ブロ

ックについては、前橋市を代表都市とする。 

4 群馬県(以下「県」という。)は、各ブロック代表都市と連携を密にし、必要ある場合は、他都

道府県及び関係機関への応援要請等の連絡調整を行うものとする。 

 また、県は、県内及び他の都道府県において水道災害が発生し、他都道府県及び関係機関か

らの要請に基づき、この協定に基づく応援活動を実施する場合は、ブロック代表都市に応援協

力の要請を行うものとする。 

5 この協定に基づく応援活動のとりまとめ、調整、資料交換等の事務局は、群馬県保健福祉部衛

生食品課が担当し、群馬県企業局と連携のもとに行う。 

(応援内容) 

第３条 応援活動は原則として、被災会員の応急給水及び復旧計画に基づき、その指示(様式第 1

号)に従って作業に従事するものとする。 

2 応援活動は、おおむね次のとおりとする。 

(1)応急給水作業 

(2)応急復旧工事 

(3)応急復旧用資機材の供出 

3 前項第１号及び第２号の作業期間は、原則として 7日以内とし、継続する場合は被災会員、応

援会員及び県の協議よる。 

4 他の都道府県等への応援活動は、前各項に準ずるものとする。 

(応援要請等） 

第４条 応援要請は、原則として次の各号により行うものとする。 

(1)被災会員は、所属する地区の代表都市へ応援を依頼する。 

(2)地区代表都市は、地区内の他の会員に応援を要請し、さらに必要と認めたときは、ブロック代

表都市に応援を要請する。 

(3)ブロック代表都市は、さらに必要と認めたときは、他のブロック代表都市に応援を要請する。 

(4)ブロック代表都市は、さらに必要と認めたときは、県へ応援を要請する。 

2 応援要請を受けた会員は、極力これに応じ、応援に努めるものとする。 

(応援要請の手続) 

第５条 被災会員が応援要請しようとするときは、次に掲げる事項を明らかにして、電話等迅速

かつ正確に伝達できる通信手段により要請し、後日速やかに文書(様式第２号及び第３号)を提

出するものとする。 

(1)災害の状況 

(2)必要とする資機材、物資等の品目及び数量 
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(3)必要とする職種別人員 

(4)応援期間 

(5)応援場所及び応援場所への経路 

(6)その他必要な事項 

(応援体制) 

第６条 応援会員が派遣する職員(以下、「応援職員」という。)は、災害の状況に応じ必要な食糧、

被服、資金等を携行するものとする。 

2 応援職員は、応援会員等の名を表示する標識を着用するものとする。 

(被応援体制) 

第７条 被応援会員は、災害の状況に応じ、応援職員の宿舎の斡旋、その他必要な便宣を供与す

るものとする。 

2 被応援会員は、資機材等の応援を受ける場合、倉庫、保管場所等を確保し、これらを管理する

ものとする。 

(費用負担〕 

第８条 応援に必要な経費は、法令等に別段定めがあるものを除くほか、次のとおりとする。 

(1)応援給水、応援復旧、応援復旧用資機材に要する費用は、被応援会員が負担する。 

(2)応援職員の派遣に要する経費は、応援会員が負担する。 

(3)応援職員が応援業務により負傷し、病気にかかり、又は死亡した場合における災害補償は、応

援会員の負担とする。 

(4)応援職員が業務上第三者に損害を与えた場合において、原則として、その損害が応援業務中に

生じたものについては被応援会員が、また、被応援会員への往復途中に生じたものについては

応援会員がその賠償の責に任ずる。 

2 前項各号の定めにより難いときは、関係会員等が協議して定めるものとする。 

(応援物資等の調査） 

第９条 会員は応援活動を円滑に行うため、次の各号に掲げる事項を毎年５月末日までに県に提

出するものとする。 

(1)連絡担当部課等(様式第 4号) 

(2)応急資機材の保有状況(様式第 5号) 

(3)応援に従事できる職員数(様式第 6号) 

(4)水道配管等の標準施工図又はこれに準ずるもの 

2 県は前項の調査票を取りまとめ、整理のうえ会員に送付するものとする。 

(協 議〕 

第 10条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、その都度

協議して定めるものとする。 

(訓 練) 

第 11条 会員は、この協定に基づき相互応援が円滑に行われるよう、必要に応じて訓練を実施す

るものとする。 

(実施期日) 

第 12条 この協定は、平成１３年２月９日から実施する。 

 

この協定の締結を証するため、本書１通を作成し、協定者が記名押印のうえ原本を県が保有し、

その写しを各事業体が保有する。 

 

平成１３年２月９日 
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資料 15 災害緊急時水道配水連絡管開栓による応援給水に関する協定書 

 

 渋川市水道事業渋川市長(以下、「甲」という。)と吉岡町水道事業吉岡町長(以下、「乙」とい

う。)とは、災害緊急時の相互応急給水について次のとおり協定書を締結する。 

(目 的) 

第１条 この協定書は、災害緊急時の水道配水連絡管(以下、「連絡管」という。)の開栓による

被災側への応急給水の迅速化、確実化を図ることを目的とする。 

(位 置) 

第２条 連絡管の位置は次の２箇所とする。 

１．渋川市八木原７０４番地２先 

 吉岡町小倉４１０番地８先 

２．渋川市半田２８０番地先 

 吉岡町漆原６３３番地先 

(給水業務) 

第３条 被災側からこの協定書による要請があったときは、応援側は速やかに連絡管の開栓をし

て給水するものとする。 

２ 連絡管の開栓・閉栓は、甲・乙それぞれの負担とする。 

(維持管理経費) 

第４条 連絡管の維持管理に要する経費は甲乙それぞれの負担とする。 

(給水代価) 

第５条 被災側は、その給水量に応じた代価を応援側に支払うものとする。 

 この場合、代価は応援側の料金単価によるものとする。 

(立会い確認) 

第６条 連絡管の点検確認のため、年１回程度甲乙双方の職員を立ち会わせ、災害時に有効活用

できることを確認するものとする。 

２ 立会いの日時については、双方で連絡しあい決定する。 

(協 議) 

第７条 この協定書に定めのない事項、又はこの協定書の解釈に疑義が生じた場合は、甲・乙協

議のうえ決定するものとする。 

 

 この協定書を証するため、甲と乙は本書２通を作成し、それぞれ記名捺印のうえ、その１通を

保有する。 

 

平成２１年１２月１７日 

 

甲 渋川市水道事業 

  渋川市長 

 

乙 吉岡町水道事業 

  吉岡町長  
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資料 16 災害備蓄品等の状況及び計画 
 

■備蓄食料等の状況 

品   名 数   量 備   考 

アルファ米 ７，０００食  

ミキサー粥 ５００食  

即席粥 ５００食  

カンパン ６，４００食  

クラッカー ２，８００食  

パンの缶詰 １，０００食  

ビスケット ３，０００食  

飲料水（2.0ℓ） １８０本  

 

■備蓄食料等の計画 

品   名 数   量 備   考 

ミキサー粥 ３，０００食  

即席粥 ３，０００食  

 

■資機材等の状況 

品   名 数   量 備   考 

移動炊飯器 １台  

作業灯 ８台  

発電機 ８台  

リヤカー ２台  

毛布 ９３０枚  

浄水器 ３台  

救急箱 ８箱  

ＦＫ救助工具セット ２セット  

照明機 ４台  

大鍋 ２個  

ブルービニールシート ２４０枚  

※毎年度、必要な備蓄食料・資機材等を購入 
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資料 17 判定活動を実施する際に必要となる資機材 
 

区 分 判定資機材 
備蓄分担 

備 考 
町 県 判定士 

Ａ 

 

最低限必

要なもの 

認定登録証   ○  

危険度判定ファイル   ○  

腕章  ○   

判定調査票 

様式－１  ○   

様式－２  ○   

様式－３  ○   

判定ステッカー 

調査済  ○   

要注意  ○   

危険  ○   

ヘルメット用シール  ○   

ヘルメット ○    

住宅地図・事前調査資料 ○    

筆記用具（赤黒マーカー共） ○    

バインダー（下敷き） ○    

スラントルール（勾配儀） ○    

ガムテープ（布製） ○    

針金ピン ○    

雨具   ○  

防寒具   ○  

水筒   ○  

マスク   ○  

カメラ、フィルム ○    

黒板、ホワイトボード ○    

チョーク ○    

ラーフル ○    

コンベックス（巻尺） ○    

懐中電灯 ○    

軍手 ○    

ナップサック ○    

Ｂ 
あったほう

がよいもの 

携帯電話 ○  ○  

クラックスケール ○    

ポール ○    

リボンテープ ○    

Ｃ 

できれば

あると便

利なもの 

テストハンマー ○    

クリノメーター ○    

コンパス（方位磁石） ○    

ホイスル ○    

双眼鏡 ○    

トランシーバー（簡易無線） ○    
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資料 18 気象注意報・警報等の発表基準 
 

種 類 発 表 基 準  説 明 

一
般
の
利
用
に
適
合
す
る
も
の 

気 

象 

特 

別 

警 

報 

特別暴風 

警報 
数十年に一度の暴風 

数十年に一度の台風や同程度の温帯低気圧によ 

り暴風が吹くと予想される場合に発表します。 

特別暴風雪

警報 

数十年に一度の雪を伴う 

暴風 

数十年に一度の強風の台風と同程度の温帯低

気圧により雪を伴う暴風が吹くと予想される

場合に発表します。 

特別大雨 

警報 

数十年に一度の降雨量と 

なる大雨 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量

となる大雨が予想され、若しくは、数十年に

一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧によ 

り大雨になると予想される場合に発表します。 

特別大雪 

警報 

数十年に一度の降雪量と 

なる大雪 

数十年に一度の降雪量となる大雪が予想され

る場合に発表します。 

気 

象 

警 

報 

暴風警報 
平均風速 

「１８（m/s)以上」 

暴風により重大な災害が発生する恐れがある

と予想したときに発表します。 

暴風雪警報 

平均風速 

「１８(m/s)以上 

 雪を伴う」 

・雪を伴う暴風により重大な災害が発生する

恐れがあると予想したときに発表します。 

・「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴

うことによる視程障害(見通しが利かなく

なること)などによる重大な災害」の恐れに

ついても警戒を呼びかけます。 

・「大雪＋暴風」の意味ではなく、大雪により

重大な災害が発生する恐れがあると予想し

たときには、「大雪警報」を発表します。 

大雨警報 

【浸水害】 

雨量基準 

「１時間雨量９０(mm)以上」 

・雨による重大な災害が発生する恐れがある

と予想したときに発表します。対象となる

重大な災害として、重大な浸水災害や重大

な土砂災害などがあげられます。雨がやん

でも、重大な土砂災害などの恐れが残って

いる場合は、発表を継続します。 

・雨量基準に到達することが予想される場合

は「大雨警報（浸水害）」、土壌雨量指数基

準に到達すると予想される場合は「大雨警

報（土砂災害）」、両基準に到達すると予想

される場合は「大雨警報（土砂災害、浸水

害）」として発表します。 

【土砂災害】 

土壌雨量指数基準 

「１４５(－)以上」 

洪水警報 

雨量基準 

「１時間雨量９０(mm)以上」 

・大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、

重大な災害が発生する恐れがあると予想し

たときに発表します。対象となる重大な災

害として、河川の増水や氾濫、堤防の損傷

や決壊による重大な災害があげられます。

なお、河川を特定する場合は、指定河川洪

水警報を発表します。 

・雨量基準は対象区域に降る雨による小河川

の洪水の恐れの判断、流域雨量指数基準は

上流域に降る雨による洪水の恐れの判断に

用いています。いずれかをこえると予想さ

れる場合に発表します。 

流域雨量指数基準 

利根川流域「７１以上」 

八幡川流域「１１以上」 

複合基準：「－」 

大雪警報 

２４時間降雪の深さ 

山地「１００(cm)以上」 

平地「３０(cm)以上 

大雪により重大な災害が発生する恐れがある

と予想したときに発表します。 



233 

 

種 類 発 表 基 準  説 明 

一
般
の
利
用
に
適
合
す
る
も
の 

地面現象 

警報※１ 
－ 

大雨、大雪などによる山崩れ、地すべりなど

によって、重大な災害の起こる恐れのある旨

を警告して行う予報。 

浸水警報※１ － 

大雨、長雨、融雪等の現象により、低い土地、

田畑等に浸水し、若しくは冠水し、又は下水

道が溢水し、若しくは氾濫する等によって重

大な災害が起こる恐れがあると予想される場

合に行う。 

気 

象 
注 

意 

報 

強風注意報 
平均風速 

「１３（m/s)以上」 

強風により災害が発生する恐れがあると予想

したときに発表します。 

風雪注意報 

平均風速 

「１３(m/s)以上 

雪を伴う」 

・雪を伴う強風により災害が発生する恐れが

あると予想したときに発表します。 

・「強風による災害」に加えて「雪を伴うこと

による視程障害(見通しが利かなくなるこ

と)などによる災害」の恐れについても注意

を呼びかけます。 

・「大雪＋強風」の意味ではなく、大雪により

災害が発生する恐れがあると予想したとき

には「大雪注意報」を発表します。 

大雨注意報 

【浸水害】 

雨量基準 

「１時間雨量６０(mm)」 

・大雨による災害が発生する恐れがあると予

想したときに発表します。 

・対象となる災害として、浸水災害や土砂災

害などがあげられます。 

・雨がやんでも、土砂災害などの恐れが残っ

ている場合は、発表を継続します。 

【土砂災害】 

土壌雨量指数基準 

「８７(－)」 

洪水注意報 

雨量基準 

「１時間雨量６０(mm)」 

・大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、

災害が発生する恐れがあると予想したとき

に発表します。 

・対象となる災害として、河川の増水や氾濫、

堤防の損傷や決壊による災害があげられま

す。 

・なお、河川を特定する場合は、指定河川洪

水注意報を発表します。 

流域雨量指数基準 

利根川流域「４３」 

八幡川流域「８」 

複合基準：「－」 

大雪注意報 

２４時間降雪の深さ 

山地「４０(cm)」 

平地「８(cm)」 

大雪により災害が発生する恐れがあると予想

したときに発表します。 

低温注意報 

[夏期｣ 

「低温のため農作物に著し

い被害が予想される場合」 

[冬期] 

「最低気温－6℃以下」 

・低温により災害が発生する恐れがあると予

想したときに発表します。 

・具体的には、低温のために農作物などに著

しい被害が発生したり、冬季の水道管凍結

や破裂による著しい被害の起こる恐れがあ

るときに発表します。 

濃霧注意報 
視程 

「１００(m)以下」 

・濃い霧により災害が発生する恐れがあると

予想したときに発表します。 

・対象となる災害として、交通機関の著しい

障害などの災害があげられます。 
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種 類 発 表 基 準  説 明 

一
般
の
利
用
に
適
合
す
る
も
の 

気 

象 

注 

意 

報 

雷注意報 
「落雷等により被害が予想

される場合」 

・落雷により災害が発生する恐れがあると予

想したときに発表します。 

・また、発達した雷雲の下で発生することの

多い突風や「ひょう」による災害について

の注意喚起を付加することもあります。 

・急な強い雨への注意についても雷注意報で

呼びかけます。 

乾燥注意報 
「最小湿度 25%以下で、実効

湿度 50%以下」 

・空気の乾燥により災害が発生する恐れがあ

ると予想したときに発表します。 

・具体的には、火災の危険が大きい気象条件

を予想した場合に発表します。 

な だ れ 

注 意 報 

「①積雪があって，24時間

降雪の深さが 30 cm以上」 

「②積雪の深さ 50 cm以上

で，日平均気温が 5 ℃以

上、又は日降水量が 15 mm

以上」 

「なだれ」により災害が発生する恐れがある

と予想したときに発表します。 

着氷（雪） 

注意報 

「著しい着氷（雪）が予想さ

れる場合」 

・著しい着氷により災害が発生する恐れがあ

ると予想したときに発表します。 

・具体的には、通信線や送電線、船体などへ

の被害が起こる恐れのあるときに発表しま

す。 

霜注意報 
「早霜・晩霜期に最低気温

３℃以下」 

・霜により災害が発生する恐れがあると予想

したときに発表します。 

・具体的には、早霜や晩霜により農作物への

被害が起こる恐れのあるときに発表します。 

記録的短時

間大雨情報 

(１時間雨

量） 

「１００ｍｍ以上」 

大雨警報発表時に、現在の降雨がその地域に

とって災害の発生につながるような、稀にし

か観測しない雨量であることをお知らせする

ために発表します。 

地面現象 

注意報※１ 
－ 

大雨、大雪などによる山崩れ、地すべりなど

によって、災害が起こる恐れがある場合にそ

の旨を注意して行う予報です。 

浸水注意報※１ － 

大雨、長雨、融雪等の現象により、低い土地、

田畑等に浸水し、若しくは冠水し、又は下水

道が溢水し、若しくは氾濫する等によって被

害が起こる恐れがあると予想される場合に行

います。 

 

資料：「気象庁ＨＰ」（http://www.jma.go.jp/） 

※１ この注意報・警報は、標題を出さないで気象注意報・警報に含めて行う。 

※２ 水防活動の利用に適合する注意報・警報は、一般の利用に適合する注意報・警報のうち水防に関するものを

用いて行い、水防活動の語は使用しない 

※３ 注意報・警報は、その種類にかかわらず解除されるまで継続される。また、新たな注意報・警報が発表され

るときは、これまで継続中の注意報・警報は自動的に解除されて、新たな注意報・警報に切り替えられる。 
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資料 19 防災行政無線（固定系）受信放送所設置状況 
 

施 設 名 名  称 設 置 場 所 所在地（住所） 

親   局 ぼうさいよしおか 吉岡町役場（防災無線室） 吉岡町大字下野田 560 

遠隔制御装置 

ぼうさいよしおか 吉岡町役場（宿直室） 吉岡町大字下野田 560 

ぼうさいよしおか 渋川広域消防本部 渋川市渋川 1815-51 

屋外受信装置 

１号 吉岡町役場 吉岡町大字下野田 560 

２号 吉岡町隣保館 吉岡町大字下野田 892-1 

３号 漆原文化センター 吉岡町大字漆原 816 

４号 駒寄小学校 吉岡町大字漆原 1016 

５号 上中町集落センター 吉岡町大字大久保 1517 

６号 吉岡町老人福祉センター 吉岡町大字南下 1333‐4 

７号 木戸集落センター 吉岡町大字南下 721 

８号 明治小学校 吉岡町大字北下 433 

９号 小井堤町コミュニティーセンター 吉岡町大字上野田 1213 

１０号 上野原南部コミュニティーセンター 吉岡町大字上野田 1601-6 

１１号 上野原集会所 吉岡町大字上野田 3367-2 

１２号 小倉集会所 吉岡町大字小倉 282-6 

１３号 下野田集会所 吉岡町大字下野田 1537‐1 

戸別受信装置 
 町住民基本台帳に登録されている世帯で町長が認めたもの、又国及び地方

行政機関で町長が必要と認めたもの。 
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資料 20 防災行政無線（移動系）子局設置状況 

 

 

施設名 名称 設置場所 所在地（住所） 

基 地 局 ぼうさいよしおか 吉岡町役場（防災無線室） 吉岡町大字下野田 560 

遠隔制御装置（統制機能付） ぼうさいよしおか101 吉岡町役場（町民生活課） 吉岡町大字下野田 560 

遠隔制御装置 

ぼうさいよしおか102 吉岡町役場（総務政策課） 吉岡町大字下野田 560 

ぼうさいよしおか103 吉岡町役場（産業建設課） 吉岡町大字下野田 560 

ぼうさいよしおか104 吉岡町役場（健康福祉課） 吉岡町大字下野田 560 

ぼうさいよしおか105 吉岡町役場（上下水道課） 吉岡町大字下野田 560 

携帯無線機 
ぼうさいよしおか 

201～205 
吉岡町役場 車載無線機設置課 
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資料 21 被害認定基準(災害概況即報・被害状況即報・災害確定報告) 

 

１ 人的被害 

(１) ｢死者｣とは､当該災害が原因で死亡し死体を確認したもの､又は死体は確認できない

が死亡したことが確実な者｡ 

(２) ｢行方不明者｣とは､当該災害が原因で所在不明となり､かつ､死亡の疑いのある者｡ 

(３) ｢重傷者｣とは､当該災害により負傷し､医師の治療を受け､又は受ける必要のある者

のうち1月以上の治療を要する見込みのもの｡ 

(４) ｢軽傷者｣とは､当該災害により負傷し､医師の治療を受け､又は受ける必要のある者

のうち1月未満で治療できる見込みのもの｡ 

(５) 重傷者又は軽傷者の区別がつかない場合は､とりあえず｢負傷者｣として報告する｡ 

 

２ 住家被害 

(１) ｢住家｣とは､現実に居住のため使用している建物をいい､社会通念上の住家であるか

どうかを問わない｡ 

(２) ｢全壊｣とは､住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの､すなわち､住家全

部が倒壊､流失､埋没したもの､又は住家の損壊(ここでいう｢損壊｣とは､住家が被災によ

り損傷､劣化､傾斜等何らかの変化を生じることにより､補修しなければ元の機能を復元

し得ない状況に至ったものをいう｡以下同じ｡)が甚だしく､補修により元通りに再使用

することが困難なもので､具体的には､住家の損壊､若しくは流出した部分の床面積がそ

の住家の延べ床面積の70％以上に達した程度のもの､又は住家の主要な構成要素(ここ

でいう｢主要な構成要素｣とは､住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって､住

家の一部として固定された設備を含む｡以下同じ｡)の経済的被害を住家全体に占める損

害割合で表し､その住家の損害割合が50％以上に達した程度のもの｡ 

(３) ｢半壊｣とは､住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの､すなわち､

住家の損壊が甚だしいが､補修すれば元通りに再使用できる程度のもので､具体的には､

損壊部分がその住家の延べ床面積の20％以上70％未満のもの､又は住家の主要な構成要

素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し､その住家の損害割合が20％以上50

％未満のもの｡ 

(４) ｢一部破損｣とは､全壊又は半壊に至らない程度の住家の破損で､補修を必要とする程

度のもの｡ただし､ガラスが数枚破損した程度の極く小さな被害は除く｡ 

(５) ｢床上浸水｣とは､住家の床より上に浸水したもの､又は全壊･半壊には該当しないが､

土砂竹木の堆積により一時的に居住することができないもの｡ 

(６) ｢床下浸水｣とは､床上浸水に至らない程度に浸水したもの｡ 

 

３ 非住家被害 

(１) ｢非住家｣とは､住家以外の建物で､この報告中他の被害箇所項目に属さないもの｡た

だし､これらの施設に人が居住しているときは､当該部分は住家とする｡ 

(２) ｢公共建物｣とは､例えば役場庁舎､公民館､公立保育所等の公用又は公共の用に供す

る建物｡ 

(３) ｢その他｣とは､公共建物以外の倉庫､土蔵､車庫等の建物｡ 

(４) 非住家被害については､全壊又は半壊の被害を受けたもののみを記入する｡ 

 

４ その他 

(１) ｢田の流失､埋没｣とは､田の耕土が流失し､又は砂利等の堆積のため､耕作が不能にな

ったもの｡ 

(２) ｢田の冠水｣とは､稲の先端が見えなくなる程度に水に浸かったもの｡ 
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(３) ｢畑の流失､埋没｣及び｢畑の冠水｣については､田の例に準じて取り扱う｡ 

(４) ｢文教施設｣とは､幼稚園､小学校､中学校､高等学校、中等教育学校､特別支援学校､大学､

短期大学､高等専門学校､専修学校及び各種学校における教育の用に供する施設｡ 

(５) ｢道路｣とは､道路法(昭和２７年法律第１８０号)第２条第１項に規定する道路のう

ち､橋りょうを除いたもの｡ 

(６) ｢橋りよう｣とは､道路を連結するために河川､運河等の上に架設された橋｡ 

(７) ｢河川｣とは､河川法(昭和３９年法律第１６７号)が適用され､若しくは準用される河

川若しくはその他の河川､又はこれらのものの維持管理上必要な堤防､護岸､水利､床止

その他の施設若しくは沿岸を保全するために防護することを必要とする河岸｡ 

(８) ｢砂防｣とは､砂防法(明治30年法律第29号)第１条に規定する砂防施設､同法第３条の

規定によって同法が準用される砂防のための施設又は同法第３条の２の規定によって

同法が準用される天然の河岸｡ 

(９) ｢清掃施設｣とは､ごみ処理及びし尿処理施設｡ 

(10) ｢鉄道不通｣とは､汽車､電車等の運行が不能となった程度の被害｡ 

(11) ｢被害船舶｣とは､ろかいのみをもって運転する以外の船で､船体が没し､航行不能に

なったもの及び流失し､所在が不明になったもの並びに修理しなければ航行できない程

度の被害を受けたもの｡ 

(12) ｢電話｣とは､災害により通話不能となった電話の回線数｡ 

(13) ｢電気｣とは､災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸数｡ 

(14) ｢水道｣とは､上水道､簡易水道又は小水道で断水した戸数のうち最も多く断水した時

点における戸数｡ 

(15) ｢ガス｣とは､一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となった戸数のうち最も多

く供給停止となった時点における戸数｡ 

(16) ｢ブロック塀｣とは､倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数｡ 

(17) ｢り災世帯｣とは､災害により全壊､半壊及び床上浸水の被害を受け､通常の生活を維

持できなくなった生計を一にしている世帯｡例えば寄宿舎､下宿その他これに類する施

設に宿泊する者で共同生活を営んでいるものについては､これを一世帯として扱う｡ま

た､同一家屋の親子､夫婦であっても､生活が別であれば分けて扱う｡ 

(18) ｢り災者｣とは､り災世帯の構成員｡ 

 

５ 被害金額 

(１) ｢公立文教施設｣とは､公立の文教施設｡ 

(２) ｢農林水産業施設｣とは､農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関す

る法律(昭和２５年法律第１６９号)による補助対象となる施設をいい､具体的には､農

地､農業用施設､林業用施設及び共同利用施設等｡ 

(３) ｢公共土木施設｣とは､公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法(昭和２６年法律第９

７号)による国庫負担の対象となる施設をいい､具体的には､河川､砂防施設､林地荒廃防

止施設及び道路等｡ 

(４) ｢その他の公共施設｣とは､公立文教施設､農林水産業施設及び公共土木施設以外の公

共施設をいい､例えば庁舎､公民館､児童館､都市施設等の公用又は公共の用に供する施

設｡ 

(５) ｢農産被害｣とは､農林水産業施設以外の農産被害をいい､例えばビニールハウス､農

作物等の被害｡ 

(６) ｢林産被害｣とは､農林水産業施設以外の林産被害をいい､例えば立木､苗木等の被害｡ 

(７) ｢畜産被害｣とは､農林水産業施設以外の畜産被害をいい､例えば家畜､畜舎等の被害｡ 

(８) ｢水産被害｣とは､農林水産業施設以外の水産被害をいい､例えば漁具､漁船等の被害｡ 

(９) ｢商工被害｣とは､建物以外の商工被害で､例えば工業原材料､商品､生産機械器具等｡ 
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○吉岡町災害時要援護者名簿登録制度実施要綱 

平成 22年 2月 26日 

訓令第 4号 

(目的) 

第 1条 この要綱は、災害時に安全な場所へ避難するための人的な援護が必要な人に対し、災害

時に迅速かつ的確な情報伝達や避難支援体制の整備を図ることにより、地域の安心・安全体制

を強化することを目的とする。 

(定義) 

第 2条 この要綱において要援護者とは、次に掲げる者のうち、災害から自らを守るために安全

に避難するなど、災害時の一連の行動をとることに支援を要する人で、必要な個人情報(以下

「要援護者情報」という。)を提供することに同意した者をいう。 

(1) 介護保険における要介護認定者(おおむね要介護 3以上) 

(2) 身体障害者(肢体不自由の障害の程度が 1級若しくは 2級又は視覚障害の程度が 1級若し

くは 2級又は聴覚障害の程度が 1級若しくは 2級の者) 

(3) 知的障害者のうち、その障害の程度が A判定又は B判定の者 

(4) 精神障害者のうち、その障害の程度が 1級又は 2級の者 

(5) 内部障害者 

(6) 妊産婦及び乳幼児 

(7) 難病患者 

(8) 日本語に不慣れな在住外国人 

(9) 65歳以上の一人暮らしの者又は高齢者のみの世帯の者 

(10) その他支援が必要と思われる者 

(要援護者情報の把握及び共有) 

第 3条 要援護者情報は、次により把握するものとする。 

(1) 手あげ方式 要援護者本人が自分の意思で登録制度に登録する方法 

(2) 同意方式 自主防災組織(自治会等を含む。以下同じ。)及び民生委員児童委員等が地域

において支援が必要な人を把握し、支援が必要な者本人に名簿への登録を直接働きかけ、同

意を得て登録制度に登録する方法 

http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#l000000000
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#l000000000
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2 要援護者情報の収集に携わる者及び要援護者名簿の提供を受ける者は、事前に誓約書(様式第

1号)を町長に提出し、守秘義務の確保に努めるものとする。 

3 要援護者情報は、避難支援プランの作成、避難訓練、災害時の安否確認及び避難所での支援な

どに活用するため、防災関係機関のほか、要援護者の避難時に関係する自主防災組織及び民生

委員児童委員等に提供するものとする。 

(登録の手続) 

第 4条 要援護者で登録を希望する者(以下「登録希望者」という。)は、吉岡町災害時要援護者

名簿登録申請書(様式第 2号。以下「申請書」という。)を町長に提出するものとする。 

2 登録希望者が障害等により登録の手続が困難な場合には、登録希望者の扶養義務者又は保護者

(以下「代理人」という。)による申請ができるものとする。 

3 前項による手続が困難な場合には、自治会長又は民生委員児童委員による申請ができるものと

する。 

4 町長は、提出された申請書を基に、登録希望者を吉岡町災害時要援護者名簿(様式第 3号。以

下「名簿」という。)へ登録するものとする。 

(登録事項の変更及び取消) 

第 5条 前条により登録された者(以下「登録者」という。)は、申請書及び名簿に記載された事

項に変更が生じたとき又は登録を取り消すときは、吉岡町災害時要援護者名簿登録変更(取消)

届出書(様式第 4号)を町長に届け出なければならない。 

2 町長は、前項の規定による届出があったときは、速やかに登録情報を変更し、自主防災組織及

び民生委員児童委員等へ周知を図るものとする。 

3 登録者が障害等により、変更の報告が困難な場合には、代理人による報告ができるものとする。 

4 前項による手続が困難な場合には、前条第 3項の規定を準用する。 

(登録事項の削除) 

第 6条 町長は、登録者が次の各号のいずれかに該当すると認めた場合は、登録を削除すること

ができるものとする。 

(1) 登録者が死亡したとき。 

(2) 登録者が町外に転出したとき。 

(3) 登録者が入院又は入所などにより自宅に戻れる見通しが立たないとき。 

(4) 登録者が第 2条に該当しなくなったとき。 

http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#e000000175
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#e000000175
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#e000000181
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#e000000077
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#e000000187
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#e000000070
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#e000000193
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#e000000092
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#e000000100
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#e000000080
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#e000000115
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#e000000014
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2 町長は、前項の規定により登録を削除した場合には、速やかに自主防災組織及び民生委員児童

委員等へ周知を図るものとする。 

(登録台帳の保管・管理) 

第 7条 申請書及び名簿の原本は、吉岡町の福祉担当部局が保管し、副本は、防災担当部局、自

主防災組織及び民生委員児童委員等が共有するものとする。 

2 申請書及び名簿を保管する者(以下「保管者」という。)は、災害時及び各種訓練等の避難支援

目的以外に要援護者情報を使用してはならない。 

3 保管者は、要援護者の同意した者以外が閲覧することのないよう、電子情報で保管する場合は、

パスワード等を使用して管理し、紙媒体で保管する場合には施錠付きの保管庫に保管するもの

とする。 

(地域の支援体制) 

第 8条 自治会長は、要援護者に対し、地域で避難支援、安否確認及び災害情報の伝達(以下「支

援等」という。)をする者(以下「避難支援者」という。)を自主防災組織及び民生委員児童委

員等の構成員から、要援護者一人につき 2名程度選出するものとする。 

2 避難支援者は、災害時において、要援護者の支援等を円滑に行えるようにするため、日常的に

要援護者への声かけ及び見回り活動等を行うものとする。 

(制度の周知) 

第 9条 町長は、広報誌等その他これに類する媒体を通じて、この要綱に定める制度の周知を図

るものとする。 

(補則) 

第 10条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この訓令は、平成 22年 3月 1日から施行する。 

 

  

http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#e000000112
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#l000000000
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#l000000000
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#l000000000
http://www.town.yoshioka.gunma.jp/reiki/reiki_honbun/e230RG00000587.html#l000000000
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第２章 様式編 

 

 

 
様式番号  様式名称  

様式１ 災害概況即報  

様式２ 被害状況即報  

様式３ 被害状況即報続紙  

様式４ 災害確定報告  

様式５ 災害確定報告続紙  

様式６ 火災報告  

様式７ 事故報告  

様式８ 救急・救助事故報告  

様式９ 被害状況報告書  

様式10 医療機関被害状況報告  

様式11 防疫関係被害状況報告  

様式12 清掃施設関係被害及び清掃関係事業等状況報告  

様式13 水道施設被害状況報告  

様式14 農地・農業用施設被害状況報告  

様式15 農漁業被害調査報告  農作物被害状況  

様式16 農漁業被害調査報告  農業関係共同利用施設被害状況  

様式17 林業関係被害状況報告  

様式18 商業関係被害状況報告  

様式19 公共土木施設被害状況報告  

様式20 公立学校教育施設被害状況報告  

様式21 町有財産被害状況報告  

様式22 社会福祉施設被害報告  
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様式１ 災害概況即報 

 

報告日時   年 月 日 時 分 

市町村  

報告者名  

 

災

害

の

概

況 

発生場所  発生日時 年  月  日  時分 

 

被

害

の

状

況 

死傷者 
死者 人 不明   人 

住家 
全    棟 一部破損  棟 

負傷者 人 計    人 半壊   棟 床上浸水  棟 

 

応

急

対

策

の

状

況 

災害対策本部の設

置状況 
（県） （市町村） 

 

受信者           

災害名 （第  報） 
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様式２ 被害状況即報 

  



250 



251 

様式３ 被害状況即報続紙 
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様式４ 災害確定報告 

  



253 
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様式５ 災害確定報告続紙 
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様式６ 火災報告 

 

 

 

 

 

火災種類 １．建物 ２．林野 ３．車両 ４．船舶 ５．航空機 ６．その他 

出火場所  

出火日時 

（覚知日時） 

  月  日  時  分 

（  月  日  時  分）  

（鎮圧日時） 

鎮火日時 

(  月  日  時  分) 

月  日  時  分 

 

火元の状態 

用途 

 事業所名（代表者名） 

出火箇所  出火原因 

死傷者 

死者（性別・年令）       人 

負傷者重傷          人 

   軽傷          人 

死者の生 

じた理由 

 

 

焼損程度 

 

焼損棟数 

全焼棟 

半焼棟    計   棟 

部分焼棟  

 

焼損面積 

 

          ㎡ 

 

（林野       a） 

り災世帯数  気象状況  

消防活動状況 

消防本部（署）        台              人 

消防団            台              人 

その他            台              人 

救急・救助 

活動状況 

 

その他参考事項 

報告日時 年  月  日   時   分  

消防本部名  

報告者名  
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様式７ 事故報告 

     １．石油コンビナート等 

特別防災区域の事故 

事故名  ２．危険物にかかる事故 

     ３．原子力災害 

     ４．その他特定の事故 

 

事故種別 １．火 災 ２．爆 発 ３．漏えい ４．その他（      ） 

発生場所  

事業所名  特別防災区域 （レイアウト第１種、第 2種、その他） 

発生日時 

(覚知日時) 

 月 日 時 分 

（ 月 日 時 分） 

発生日時   月  日  時  分 

鎮火（処理・完了）日時   月  日  時  分 

消防覚知方法  気象情報  

物質の区分 
1．危険物 ２．準危険物 ３．高圧ガス ４．可燃性ガス  

5．毒劇物 6．RI等 7．その他（       ）  
物質名  

施設の区分 1.危険物施設 ２．高危混在施設 ３．高圧ガス施設 ４．その他（   ） 

施設の概要  
危険物施設 

の区分 
 

事故の概要  

死傷者 
死者（性別・年令） 

計        人 

負  傷  者 

重傷           人 

軽傷           人 

消防防災 

活動状況 

及び 

救急・救助 

活動状況 

警戒区域の設定 

   月  日 時 分 

使用停止命令 

月  日 時 分 

出場機関 出場人員 出場資機材 

事
業
所 

自衛防災組織 人  

共同防災組織 人  

そ の 他 人  

消防本部（署）  台  人  

消防団  台  人  

海上保安庁     人  

自衛隊     人  

その他     人  

その他参考事項 

報告日時 年  月  日   時   分  

消防本部名  

報告者名  
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様式８ 救急・救助事故報告 

 

 

 

 

 

 

発生現場  

発生日時 

（覚知日時） 

 

 
覚知方法 

 

 

事故の概要 

 

死傷者等 

死者（性別・年令） 

 

 

計    人 

負傷者数   人 

 重 傷    人 

 中等傷    人 

 軽 傷    人 

 

 不明       人 

救助活動の要否  

要救護者数（見込）  

救急・救助活動 

の状況 

 

その他参考事項 

報告日時 年  月  日   時   分 

消防本部名  

報告者名  
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様式９ 被害状況報告書 

 

 

被害状況報告書（概況・中間・確定） 

 

町    月   日   時   分現在 

 

災害の原因  災害発生日時  

災害発生場所   

発 信 機 関  受 信 機 関  

発 信 者  受 信 者  

略 

記号 
種別 被害 

略 

記号 
種別 被害 

ア 

人的

被害 

死 者  サ 

世

帯

数

及

び

人

員 

全壊･全焼 

及び流失 

世帯  

イ 行方不明者  シ 人員  

ウ 重 症  ス 
半壊 

及び半焼 

世帯  

エ 軽 傷  セ 人員  

オ 計  ソ 

一部破損 

世帯  

カ 

棟数 

全壊･全焼 

及び流失 
 タ 人員  

キ 
半壊 

及び半焼 
 チ 

床上浸水 
世帯  

ク 一部破損  ツ 人員  

ケ 床上浸水  テ 
床下浸水 

世帯  

コ  床下浸水  ト 人員  

 ナ 非住家の被害  

応急対策 

その他 
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様式 10 医療機関被害状況報告 

 

 

医療機関被害状況報告（概況・中間・確定） 

 

町    月   日   時   分現在 

 

災 害 の 原 因  災害発生日時  

災 害 発 生 場 所  

報 告 の 日 時      日     時  現在 

発 信 機 関  受 信 機 関  

発 信 者  受 信 者  

被害状況 

区 分 施設名 施設数 被害程度 
被害金額

（千円） 
摘要 

病 院 

公的      

私的      

計      

診療所 

公的      

私的      

計      

歯 科 

診療所 

公的      

私的      

計      

助産所 

公的      

私的      

計      

その他 

公的      

私的      

計      

 （注）公的は、国・県・市町村・公共立を含む。 
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様式 11 防疫関係被害状況報告 

 

 

防疫関係被害状況報告（概況・中間・確定） 

 

町    月   日   時   分現在 

災 害 の 原 因  災害発生日時  

災害発生日時  

発 信 機 関  受 信 機 関  

発 信 者  受 信 者  

措  

 

置 

１．そ族昆虫駆除の地域指定の要否 

２．代執行の必要の有無 

３．災害救助法の適用の有無 

４．伝染病院隔離病舎の被害状況の概略 

５．応援の必要の有無（器材・人員等） 

６．その他参考となる事項 

防 

 

 

疫 

 

 

活 

 

 

動 

１．患者発生数 

 病 名    真 症    名（累計   名）疑似   名（累計   名） 

 保菌者    名（累計   名）死者   名（累計   名） 

２．防疫活動状況 

 検病調査戸数                戸（延   戸） 

 検診件数（人員）              名（延   名） 

防疫活動従事者 

 保健福祉事務所              名（延   名） 

 本庁職員                 名（延   名） 

 市町村関係                名（延   名） 

３．清潔方法実施 

 消毒方法実施                戸（延   戸） 

 そ族昆虫駆除実施              戸（延   戸） 

 集団避難所数及び収容人員     カ所   名（延   名） 

 汚染井戸及び消毒済井戸数 

     汚染    カ所  消毒済    カ所（延  カ所） 

４．感染症法による生活用水の供給人員     名（延   名）地区名 

５．災害救助法による飲料水の供給人員     名（延   名）地区名 

６．その他 
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様式 12 清掃施設関係被害及び清掃関係事業等状況報告 

 
 

清掃施設（含下水道終末処理場）被害及び清掃関係事業等現況報告 

                         （概況・中間・確定） 

 

町    月   日   時   分現在 

 

災 害 の 原 因  災 害 発 生 日 時  

災害発生場所  

発 信 機 関  受 信 機 関  

発 信 者  受 信 者  

災

害

の

状

況 

施設名 区分 復旧工事内容 員数 単価 円 所要金額 円 備  考 

 

      

      

      

      

      

災害のために特に必要となった清掃事業 

し尿処理 ごみ処理 

区 分 員 数 単 価 金 額 備 考 区 分 員数 単 価 金 額 備 考 

人夫賃     

汲取戸数 

 

戸 

 

処理量 

 

KL 
 

 

清掃期間 

 

月  日 

～ 

月  日 

人夫賃     

処理量 
 

ｔ 
 

清掃期間 

 

月  日 

～ 

月  日 

借上料    借上料    

器具機材費    器具機材費    

桶    スコップ    

        

        

燃料費    燃料費    

ガソリン    ガソリン    

        

その他    その他    

        

        

        

        

合計    合計    

緊急応援

の必要性 
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様式 13 水道施設被害状況報告 

 

 

水道施設被害状況報告（現況・中間・確定） 

 

町    月   日   時   分現在 

 

災 害 の 原 因  災 害 発 生 日 時  

災害発生場所  

発 信 機 関  受 信 機 関  

発 信 者  受 信 者  

飲 用 水 供 給 状 況 記 録 簿  

供給 

年月日 
供給区域 供給戸数 供給人口 

給水用機械器具 
備考 

名称 数量 所有者数 

        

        

        

        

災

害

の

状

況 

施設名 区分 復旧工事内容 員数 単価 千円 所要金額 千円 備考 

       

       

       

       

災

害

状

況 

 

断

滅

水

の

状

況 

 

応

急

措

置 

 

緊

急

応

援

の

必

要

性 
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様式 14 農地・農業用施設被害状況報告 

 

 

農地・農業用施設被害状況報告 

 

災害名          月   日発生       災害 

区 分 箇 所 金 額 今回災害の降雨量等 備 考 

農 地     

田 (    )    

畑 (    )    

     

農業用施設     

ため池     

頭首工     

水 路     

揚水機     

堤 防     

道 路     

橋 梁     

農地保全施設     

     

合  計     

注）農地については、被害面積(ha)をカッコ書きで記入すること。 
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様式15 農漁業被害調査報告 農作物被害状況 



265 

様式 16 農漁業被害調査報告 農業関係共同利用施設被害状況 
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様式17 林業関係被害状況報告 
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様式18 商業関係被害状況報告 

 

 

商業関係被害状況報告（概況・中間・確定） 

 

 

町    月   日   時   分現在 

 

災害の原因 
 

災害発生日時 
 

災害発生場所  

発信機関 
 

受信機関 
 

発信者 
 

受信者 
 

区分 被害件数 被害金額 

備考（店舗であって、住所と別である） 

（ゲタバキ住宅）（街灯、ウインドー、広告

等）（アーケード、ゲージ等） 

建物 棟 千円  

施設 件 千円  

共同施設 件 千円  

商品  千円  

その他  千円  
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様式 19 公共土木施設被害状況報告 
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様式20 公立学校教育施設被害状況報告 

 

 

公立学校教育施設被害状況報告（概況・中間・確定） 

 

町    月   日   時   分現在 

 

災 害 の 原 因  災害発生日時  

災害発生場所  

通 信 機 関  受 信 機 関  

通 信 者  受 信 者  

被害状況 工
作
物
被
害
金
額 

土
地
被
害
金
額 

 

設
備
被
害
金
額 

 

被
害
金
額
合
計 

 

災

害

学

校

名 

建物 

要新築 要補修 計 

全壊 半壊 大･中破 小破 
面積 

（㎡） 

金額 

（千円） 面積 

（㎡） 

金額 

（千円） 

面積 

（㎡） 

金額 

（千円） 

面積 

（㎡） 

金額 

（千円） 

面積 

（㎡） 

金額 

（千円） 
（千円） （千円） （千円） （千円） 

               

               

               

               

応

急

対

策

そ

の

他 
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様式 21 町有財産被害状況報告 

 

 

町有財産被害状況報告（概況・中間・確定） 

所（院・学校）  月  日  分現在 

災 害 の 原 因  災 害 発 生 日 時  

災害発生場所  

発 信 機 関  受 信 機 関  

発 信 者  受 信 者  

その１ 建物 

種別 
全壊（焼）失 半壊（焼） 一部破損 被害見込額 

合計（千円) 棟数 
被害見積額

(千円) 棟数 
被害見積額

(千円) 棟数 
被害見積額 

(千円) 

        

        

        

        

その２ 土地 

区分 

 

地目 

被害面積 被害見込額 

 

（千円) 
流失 

(ha) 

埋没 

(ha) 

計 

(ha) 

田     

畑     

宅地     

山林     

原野     
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様式 22 社会福祉施設被害報告 

 

 

社会福祉施設被害報告（速報・確定） 

災害発生月日：   月   日 

災害の種類 ：                         吉岡町 

  月  日  時  分現在 

 

区  分 単位 被害数 

入所施設 

全壊 

施設数 施設  

棟数 棟  

入所人員 人  

半壊 

施設数 施設  

棟数 棟  

入所人員 人  

一部破損 

施設数 施設  

棟数 棟  

入所人員 人  

床上浸水 

施設数 施設  

棟数 棟  

入所人員 人  

床下浸水 

施設数 施設  

棟数 棟  

入所人員 人  

被害金額 千円  

その他 
保育所 棟  

被害金額 千円  

 

（注） １ 「入所人員」とは、被害を受けた棟等の入所者数とする。 

    ２ 炊事場、浴場等が別棟になっている場合は、それぞれ１棟とし、 

     「入所人員」欄には入所者数を記入すること。 


